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新型コロナウイルス感染症への対応状況について 

 

土 木 建 築 局 

１ 要旨 

  土木建築局における新型コロナウイルス感染症への対応状況を報告する。 

 

２ 主な対応状況（下線部は更新した内容を示す） 

                令和２年 10 月 13 日（火）時点 

区分 現状・影響等 県の対応 国の対応 

公
共
工
事 

１ 工事の実施状況 

○県発注工事の中止や工期延伸等は現時点では発

生していない。 

 

 

○受注者に対し感染予防対策への取組を徹底

するとともに，工期延伸等の要望把握を行

い，受注者から要望があれば，工事の一時中

止，工期の延伸や請負代金額の変更等必要な

措置を行う。 

○受注者が感染拡大防止対策を実施すること

により，追加で必要とする費用（労働者宿舎

における密集を避けるための近隣宿泊施設

の宿泊費や交通費，遠隔臨場やテレビ会議等

のための機材リース費や通信費など）につい

ては，受発注者間で協議の上，設計変更（請

負金額の変更）を行う。 

○コロナ感染症対策により資材調達が困難と

なり，工事施工に影響する場合，受発注者で

協議を行い，工事の一時中止の対応を行う。 

 

 

○受注者に対し感染予防対策への取組を徹底す

るとともに，工期延伸等の要望把握を行い，受

注者から要望があれば，工事の一時中止，工期

の延伸や請負代金額の変更等必要な措置を行

う。（建設業者団体に周知） 

○受注者が感染拡大防止対策を実施することに

より，追加で必要とする費用については，受発

注者間で協議の上，設計変更（請負金額の変更）

を行う。 

○コロナ感染症対策により資材調達が困難とな

り，工事施工に影響する場合，受発注者で協議

を行い，工事の一時中止の対応を行う。 

民
間
工
事 

１ 工事の状況 

○各民間発注団体において，工事の一時中止や工事

現場での感染予防対策を実施 

 

○咳エチケットや衛生環境の管理等，感染予防

対策について建設業関係団体に周知 

 

○一時中止等や工事現場等での感染予防対策に

ついて民間発注者団体に周知 
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区分 

建
設
業 

 

１ 事業・雇用等への影響

○令和２年８月の広島県内の有効求人倍率は，昨

年８月と比較すると，全産業の合計

掘ともに減少しているが，建設・採掘において

は依然高い有効求人倍率となっている。

【有効求人倍率（広島労働局（常用））】

区分 

全産業 

建設･採掘

 

２ 新型コロナウイルス感染症対策建設労働者雇

用促進事業 

○建設業，測量・建設コンサルタント等業務業者団

体を訪問し，制度の概要を説明

○事業を広く周知するためチラシを作成し，関係団

体へ周知を依頼

○募集要領を県のホームページに掲載するととも

に，関係団体，県の入札参加資格認定者に送付

 

現状・影響等

事業・雇用等への影響 

月の広島県内の有効求人倍率は，昨

月と比較すると，全産業の合計

減少しているが，建設・採掘において

高い有効求人倍率となっている。

【有効求人倍率（広島労働局（常用））】

R02.08 R01.08

 1.10 1.67

建設･採掘 6.67 7.11

新型コロナウイルス感染症対策建設労働者雇

 

○建設業，測量・建設コンサルタント等業務業者団

体を訪問し，制度の概要を説明

○事業を広く周知するためチラシを作成し，関係団

体へ周知を依頼 

○募集要領を県のホームページに掲載するととも

に，関係団体，県の入札参加資格認定者に送付

現状・影響等 

月の広島県内の有効求人倍率は，昨

月と比較すると，全産業の合計，建設・採

減少しているが，建設・採掘において

高い有効求人倍率となっている。 

【有効求人倍率（広島労働局（常用））】 

R01.08 増減 

1.67 ▲0.57 

7.11 ▲0.44 

新型コロナウイルス感染症対策建設労働者雇

○建設業，測量・建設コンサルタント等業務業者団

体を訪問し，制度の概要を説明 

○事業を広く周知するためチラシを作成し，関係団

○募集要領を県のホームページに掲載するととも

に，関係団体，県の入札参加資格認定者に送付

月の広島県内の有効求人倍率は，昨

，建設・採

減少しているが，建設・採掘において

 

 

 

 

○建設技術者等

【支給決定】

○下請負人・技能労働者への配慮

受注者に対し，建設工事の一時中止や延期

に際しては，下請負人や技能労働者の事業や

生業の継続に支障が生じ

十分に配慮するように依頼（随時）

 

新型コロナウイルス感染症対策建設労働者雇

○建設業，測量・建設コンサルタント等業務業者団

○事業を広く周知するためチラシを作成し，関係団

○募集要領を県のホームページに掲載するととも

に，関係団体，県の入札参加資格認定者に送付 

 

 

○新型コロナウイルス感染症対策建設労働者

雇用促進

日から受付を開始

【受付件数】

【支給決定】

○９月 18

拡大 

○10 月６日から

月 31 日まで延長
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県の対応

○建設技術者等緊急雇用助成事業

【支給決定】36 社（51 人）（Ｈ

○下請負人・技能労働者への配慮

受注者に対し，建設工事の一時中止や延期

に際しては，下請負人や技能労働者の事業や

生業の継続に支障が生じ

十分に配慮するように依頼（随時）

○新型コロナウイルス感染症対策建設労働者

雇用促進助成金支給要綱を制定し，５月

日から受付を開始 

【受付件数】20 件 

【支給決定】17 社（20 人）

18 日から助成対象業者を下請業者まで

月６日から雇用開始の期限を令和３年３

日まで延長 

県の対応 

緊急雇用助成事業 

人）（Ｈ31.３以降）

○下請負人・技能労働者への配慮 

受注者に対し，建設工事の一時中止や延期

に際しては，下請負人や技能労働者の事業や

生業の継続に支障が生じることがないよう

十分に配慮するように依頼（随時） 

○新型コロナウイルス感染症対策建設労働者

助成金支給要綱を制定し，５月

人） 

日から助成対象業者を下請業者まで

雇用開始の期限を令和３年３

３以降） 

受注者に対し，建設工事の一時中止や延期

に際しては，下請負人や技能労働者の事業や

ることがないよう

 

○建設業関係団体に対し，雇用調整助成金の特例

措置の積極的活用等，事業者への支援措置を周

知 

○下請負人・技能労働者への配慮

受注者に対し，建設工事の一時中止や延期に

際しては，下請負人や技能労働者の事業や生業

の継続に支障が生じることがないよう十分に

配慮するように依頼（随時）

 

○新型コロナウイルス感染症対策建設労働者

助成金支給要綱を制定し，５月 20

日から助成対象業者を下請業者まで

雇用開始の期限を令和３年３

 

 

－ 

国の対応

○建設業関係団体に対し，雇用調整助成金の特例

措置の積極的活用等，事業者への支援措置を周

○下請負人・技能労働者への配慮

受注者に対し，建設工事の一時中止や延期に

際しては，下請負人や技能労働者の事業や生業

の継続に支障が生じることがないよう十分に

配慮するように依頼（随時）

対応 

○建設業関係団体に対し，雇用調整助成金の特例

措置の積極的活用等，事業者への支援措置を周

○下請負人・技能労働者への配慮 

受注者に対し，建設工事の一時中止や延期に

際しては，下請負人や技能労働者の事業や生業

の継続に支障が生じることがないよう十分に

配慮するように依頼（随時） 

○建設業関係団体に対し，雇用調整助成金の特例

措置の積極的活用等，事業者への支援措置を周

受注者に対し，建設工事の一時中止や延期に

際しては，下請負人や技能労働者の事業や生業

の継続に支障が生じることがないよう十分に
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区分 現状・影響等 県の対応 国の対応 

空
港 

１ 航空路線の運航状況 

○国内線については，３月上旬以降，減便が続いて

いたが，緊急事態宣言の解除を受け，６月から

徐々に復便している。 

○国際線については，３月下旬以降，全路線運休と

なっており，回復の見通しが立っていない。 

 

【国内線】 

 ５路線 12～19 往復/日 

 《内訳》 

  羽田 9～14（17），成田 0～1（3）， 

札幌 0～1（2），仙台 2（2）， 沖縄 1（1） 

  （ ）内は通常ダイヤ  

 

【国際線】 

 全路線運休中 

《通常ダイヤ（週あたり往復便数）》 

  大連・北京 5，上海 7，台北 7，香港 4 

バンコク 3※1 

※1：運航会社であるノックエアが，新型コロナウイルス感染

症の影響による経営悪化のため，７月 30 日にタイ国内にお

いて破産法に基づく会社更生手続きを申請。（今後，同国裁

判所の管理下で，事業継続しながら再建を目指す。） 

 

 

○国内線については，利用促進のため，航空会  

社に対し，広告経費を支援 

○国際線については，航空会社に対し，次の経

費の一部を令和３年３月まで支援 

・路線維持のために必要となる経費（事務所

賃貸料等の固定経費） 

・速やかな路線回復を図るために必要となる

経費（一般共用施設使用料等，運航便数に

応じて必要となる変動経費） 

○国際線の路線維持に不可欠な機内食製造会

社に対し，固定経費の一部を，令和３年３月

まで支援 

○ノックエアの復便に向け，引き続き動向把握

に努めるとともに，必要な働きかけを実施 

○全国知事会や中国地方知事会を通じて，地方

空港の当面の路線維持に必要な支援及び回

復期には路線の回復に必要な支援を行うよ

う国に要請 

○感染防止・注意喚起のため，８月７日から出

発ロビーにサーモグラフィーを設置（広島県

空港振興協議会からの補助により広島空港

ビルディング㈱が設置） 

 

 

○国管理空港（広島空港含む）の空港使用料（着

陸料・停留料・保安料）及び航行援助施設利用

料について，半年間，支払いを猶予 
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区分 現状・影響等 県の対応 国の対応 

空
港 

２ 空港連絡バスの運行状況 

○空港連絡バスについては，航空路線の減便・運休

の影響を受け，４路線が運休している。 

運行中：広島駅(新幹線口)，広島バスセンター， 

呉駅，三原駅，白市駅 

 運休中：福山駅，尾道駅，竹原駅，西条駅 

 

○三次空港連絡バスについては，昨年４月の運行開

始以来利用者の低迷が続き，今後も利用者の回復

が見通せないため，９月末をもって運行終了し

た。 

 

 

○随時，航空路線の運航予定等をバス事業者に

情報提供し，バスの運行計画作成を支援 

○広島空港リムジンバスを運営しているアク

セス事業者に対して，路線・便数を復便する

ために必要な経費を令和３年３月まで支援 

 

○三次空港連絡バスについては，三次市やバス

事業者と連携して，当面の代替手段を周知 

 

 

－ 
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区分 現状・影響等 県の対応 国の対応 

港
湾 

１ 生活航路の状況 

○生活航路においては，通勤・通学等の利用者を中

心に回復傾向が見られるものの，依然として前年

よりは大きく落ち込んでいる。 

○利用者数全体の傾向としては，５月に 75％程度

の落ち込みが生じたが，６月，７月及び８月は

50％程度の落ち込みとなっており，緩やかな回復

傾向にはある。 

 

 

○港湾施設使用料の支払い猶予措置について，

支払い期限が９月 30 日までの使用料から令

和３年３月 31 日までの使用料に対象を拡大

し，９月 18 日から受付を開始 

【受付件数】45 件 

 

○港湾施設使用料の減免について，４月～６月  

分から令和３年３月分まで対象を拡大し，10

月７日から受付を開始 

【受付件数】74 件 

 

 

○国土交通省から，各港湾管理者に対し，公共交

通や物流機能の維持のため「新型コロナウイル

ス感染症対策の基本的対処方針」の周知・協力

依頼が行われた。 

２ 港湾物流の状況 

【広島港】 

○自動車関連の貨物を主体に，４月は 25％程度，

５月には 50％を超えるコンテナ貨物の落ち込み

が生じたが，６月以降は徐々に回復し，９月は

20％程度の落ち込みとなっている。 

【福山港】 

○３月，４月は前年並みで，５月は 10％を超える

コンテナ貨物の落ち込みが生じ，６月は５％程度

の増と持ち直したが，７月は再び 15％を超える

落ち込みとなって以降，８月は 10％程度，９月

も 15％程度の落ち込みとなっている。 

 

３ クルーズ船の状況 

○寄港予定のキャンセルが相次ぎ，今後もキャンセ

ルが増加する見込みであるが，日本船の国内クル

ーズについては 12 月に再開する予定。（Ｒ元.12

月以降Ｒ２.11 月まで寄港なし） 

【広島港】（Ｒ元年度実績:57 回） 

○令和２年度の寄港予定は 69 回から 15 回に減少

（再開に伴い前回資料配布時以降２回増加） 

【福山港・尾道糸崎港】（Ｒ元年度実績:１回） 

○令和２年度の寄港予定は５回から皆減 

 

 

○広島港での国内クルーズ（日本船）受入再開

に向けて，県による感染予防対策を策定し，

次回入港時から対応する予定 

 

 

○国土交通省と関係団体が連携し，９月 18 日付

けで日本船の国内クルーズを対象とした船舶

用及び港湾用の感染拡大予防のガイドライン

が作成された。 
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区分 現状・影響等 県の対応 国の対応 

住
宅 

１ 県営住宅に係る家賃減免・徴収猶予 

○県営住宅入居者から所得の減少に伴い，家賃の徴

収猶予等について 169 件の相談あり，119 件の申

請書が提出されている。 

 

 

○県営住宅入居者に対する支払い猶予の規定

に基づき，猶予等の措置 

○相談については指定管理者にて随時対応 

【申請対応状況】 

 ・審査中：３件 

 ・承認済：116 件  

 

 

○国土交通省住宅局から都道府県に対し，公営住

宅等入居者の家賃滞納等への対応及び緊急事

態宣言を受け居所を失った者への対応におい

て配慮するよう要請 

 

２ 県営住宅の提供 

○県営住宅への入居相談件数は 24 件あり，７件の

入居が決定している。 

【提供可能戸数】75 戸 

 

 

 

 

 

 

○県営住宅への入居については，リーマンショ

ック時と同様に，仮住居として有償提供（当

面６か月間，最低の所得水準の家賃を適用） 

 

公
園 

１ 県立公園の利用 

○５月 22 日から全ての公園施設について利用を再

開した。 

【対象施設】 

 びんご運動公園 

 せら県民公園 

 みよし公園 

 

 

○「新型コロナウイルス感染拡大防止のための

広島県の対処方針」（以下，「県の対処方針」

という。）に基づき，適切な感染予防対策を

継続 

 

 

 

○国営備北丘陵公園 

・７月 18 日からは全ての施設の利用が再開さ

れた。 

２ ひろしまはなのわ 2020 における行催事 

○メイン会場の集中展開期間（３月 19 日から５月

24 日），夏の連携イベント開催のための再オープ

ン期間（７月 10 日から８月 16 日）が終了し，秋

の連携イベント開催に向けて 10 月２日から再オ

ープンした。（11 月 23 日まで） 

 

 

○旧市民球場跡地を囲う花壇「はなのわ」は，

11 月 23 日の緑化フェア開催期間終了まで展

示を継続 

○イベントの開催にあたっては，「県の対処方

針」を踏まえ，適切な感染対策を実施 

 

 

－ 

 

 

広島市 37 戸，呉市 3戸，竹原市 3戸， 

三原市 1戸，尾道市 5戸，福山市 2戸， 

三次市 2戸，庄原市 1戸，東広島市 2戸， 

廿日市市 3戸，海田町 10 戸，坂町 6戸 
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区分 現状・影響等 県の対応 国の対応 

そ
の
他 

１ 道路・河川に係る占用料の徴収猶予 

○外出自粛・休業要請への取組等の影響により，道

路・河川，港湾等の占用料の納付が，期限までに

困難となる占用者に対して，納期限を延長 

 

 

 

 

○休業等の対象となる事業者について，申請によ

り，占用料を減額 

 

○納期限が９月末までのものについて，占用者

から申請等により，納期限を延長 

【受付件数】10 件 

※外出自粛・休業要請等が解除されているこ

とから，納期限が 10 月以降のものについ

ては，徴収猶予の対象にしない。 

 

○４月から６月の間に占用期間のある占用料

について，占用者からの申請により，占用料

を 1/2 に減額 

【受付件数】16 件 

 

 

○令和２年４月 28 日付けで国土交通省道路局路

政課長から各都道府県及び指定市に対し，外出

自粛要請等により期限までに道路占用料の納

入が困難な占用者に適切に対応するよう依頼

があった。 

２ 道路占用許可の基準緩和 

○感染拡大予防の対応により，地方公共団体と地域

住民・団体等が一体となって取り組む沿道飲食店

等の路上利用に対して許可の基準を緩和 

 

 

○占用申請の受付を６月 19 日から開始 

【受付件数】１件 

 

○令和２年６月５日付けで国土交通省道路局長

から基準緩和について通知があり，各都道府県

及び指定市に対して同様の取扱いを検討する

よう依頼があった。 

 

 


